
平成 31(令和元)年度  事業報告書
平成 31年 1月 1日 から令和元年 12月 31日 まで

活 日 活 上
△

1 事業の成果

当年度は、昨年度に引続き、訪問販売に関する消費者相談情報の収集及び提供事業について、地域社会ヘ

の一層の浸透と定着を図り、法人としての基盤を構築することを積極的に展開した。消費者保護の機運が高

まる中、法人の目的達成のため来年度以降も継続的に努力していきたい。

2 事業実施に関する事項
特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【4,638】 千円)

事業名 事業内容
実施

日時

実施

場所

従事者

の

人数

受益対象

者の範囲

及び人数

事業費

の金額

(千円)

訪問販売に関

する消費者相

談情報の収集

及び提供事業

消費者保護及び消費者の信頼と、そのため
の訪問販売事業者の資質向上、消費者志向
体制やコンプライアンス経営体制の更な
る整備のため、訪間販売における消費者相
談に関する情報の発表会を行つた。

年 4回
全国の

集会施設
8名

訪問販売

関連団体

及び
一般市民
48名

4,638

「消費者基本法」、「公益通報者保護法」、
「個人情報保護法」など消費者政策の法令
順守を徹底するために、情報交換会を行つ
た。

年 4回
全国の

集会施設
8名

訪問販売

関連団体

及び
一般市民
62名

各地の消費者生活センターや市町村の消
費相談窓口を巡回して、指導事項の確認や
苦情例等の情報を収集し、またその情報を
もとに訪問販売業者へ是正を求めた。

通年 全国 9名

訪間販売

関連団体

及び
一般市民
242名

相談窓口を常設し、消費者からの電話相談
を受けた。また、消費者生活センター等に
定期的に訪問し、行政機関等からの情報依
頼などに即座に対応できる体制を整えた。

通年 法人事務所 5名
一般市民

104名

内閣府主催の「消費者月間」に関する協賛
事業に協力した。

通年 全国 7名
一般市民
2∞ 名

本法人の認知度の向上と消費者問題への

意識・関心の高場を図る目的で、業界紙「訪
販ニユース社」が行った座談会に参加し、
業界の消費者問題の現状を分析した。

通年
全国の

集会施設
3名

訪間販売

関連団体

及び
一般市民
163名

「改正特定商取引法」に関わる業界団体等
との交流を図るため、懇談会を実施し、「消
費者基本法」への取組み」「コンプライア
ンス経営」等をテーマに活発な情報交換、
議論を行つた。

年 2回
全国の

集会施設
10名

訪問販売

関連団体

及び
一般市民
45名



令和1年度 活動計算書
平成31年 1月 1日 から令和1年 12月 31日 まで

特定非営利活動法人 日本生活向上協会
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4,638,673

2 982 917

8,926,027

7 621 590
1,304,437

2 326 9

1,304,437
288,700
1,015,737

I経常収林
1 受取会費

2 事業収益
受取会費

3 その他収穫
集及び提供事業取米

経常収量警
利息   

~`~

■ 経常費用
1 事業費
(1)人件費
人件費計
(2)その他経費
謝礼金
業務委託費
旅費交通費
会議費
会場費
地代家賃
新聞図書費
研修会参加費
サンプル費
その他経費計
事業費計
2 管理費
(1)人件費
役員報酬
人件費計
(2)その他経費
業務委託費
通信費
水道光熱費
会議費
事務用消耗品費
備品消耗品費
荷造運賃
新聞図書費
地代家賃
諸会費
リース料
支払手数料
支払報酬
管理諸費
更新料償却費
その他経費計
管理費計

経常費用計
当期経常増減額

経常外費用計
税引前当期正味財産増減額
法人税・住民税及び事業税
税引後当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額

Ⅲ 経常外収益

経常外収益計

Ⅳ 経常外費用



令和 1年度  貸借対照表

令和1年 12月 31日現在

特定非営利活動法人 日本生活向上協会

(単位 :円 )

科 日

［ 金 額

3,717,315

ｎ
）

　

υ^

723,000

18,834

3,717,315

741,834

4,459,149

666,000

22,276

139,747

288,700

ｎ

）

1,116,723

1,116,723

2,326,689

1,015,737

3,342,426

4,459,149

I 資産の部

1 流動資産
現金預金

流動資産合計

2固定資産
有形固定資産

無形固定資産

その他の資産

敷金

更新料

固定資産合計

資産合計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債
前受金

預り金

短期借入金

未払法人税等

流動負債合計

2固定負債

Ⅲ 正味財産の部

1前期繰越正味財産額
2当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

固定負債合計

負債合計



令和1年度 計算書類の注記

特定非営利活動法人 日本生活向上協会

NPO法 人
重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正
会計基準協議会)によっています。

(1)固 定資産の減価償却の方法
有形固定資産は定率法を採用しています。
無形固定資産並びに投資その他の資産は定額法を採用しています。

(2)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税込方式を採用しています。

固定資産の増減内訳
，

一

4

3.借 入金の増減内訳
単位

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにする
ために必要な事項
ありません。

¨
Э

科 目 」首取得価額 取  得 減  少 期末取得価額 減価償却累計額 囲困日 □

723,000

226,000
723,000

226,000 207,166
723,000

18,834

投資その「彊ぁ畜話豪
~

敷金
更新料
合計   | Ｆ

】 Dg 匝 D g 匝 D 207,166 741,834

鵬 団固 □

■■麗m国 ■■麗厠国

科 目 期首残高 当期借入 当』返済 期末残高
1,083,413 30,000 973,666 139,747

合計 1,083,413 30,000 973,666 139,747

科 目
計算書類に
計上された
金額

内役員及び
近親者 との

取引

139,747 139,747

(活動計算書,

活動計算書計
(貸借対照表)
短期借入金

貸借対照表計 139,747 139,747



令和1年度  財産目録

令和1年 12月 31日 現在

特定非営利活動法人 日本生活向上協会

(単位 :円 )

科   目・摘   要 金 額

3 682 728

34,587

ｎ
）
　

　

　

〈
υ

18 834
723,000

3,717,315

741 834

161,000

111,000

111,000

111,000

61,000
61,000

50,000

22,276

139,747

288,700

1,116,723

ｎ

）

4,459,149

1 116 723

1 流動資産
現金  手許現金
普通預金

三菱UFJ銀行 築地支店
流動資産合計

2固定資産
有形固定資産

その他の資産
敷金  事務所分
更新料 事務所分

固定資産合計

資産合計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
前受金  1.1月 分受託料。会費
mネクサス・アールハウジング
腑ネクサス・アールホームイースト
mリンクホーム
側メノガイア
KSメディカルサポートい
いホームラボ
テイクオフカンパニー榊
預り金 源泉所得税
短期借入金
未払法人税等

流動負債合計

無形固定資産

I

2固定負債

の部

固定負債合計

負債合計

正味財産



平成 31(令和元)年度年間役員名簿

2 役員一覧

(前事業年度において役員であつたことがある全員の民名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 日本生活向上協会

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

以

各

□

□

下の役員には、欠格事由者が含まれません。  (法第20条関係)
役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

役 名
どちらかにO

(フリガナ)
住 所 又は 居 所

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた

期間
(該当者のみに記入)

氏 名

1

監 事

理 事
カメオカ ミチアキ

亀岡 猷明
平成 31年 1月 1日

alr7E+ t2 E 3r a
征

2

監 事

理 事
タカギ ケンゾウ

高木 賢
平成 31年 1月 1日

+tl'r"+ t2 F zt E

征

3

監 事

理 事
チン リッシン

陳 立新
平成 31年 1月 1日

令和元年 12月 31日

征

4
理 事

監 事

ンミズ  トモコ

清水 朋子
平成 31年 1月 1日

令和元年 12月 31日

征



社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人日本生活向上協会

氏 名 住 所

1
株式会社 東 日本設備

代表取締役 滝田 弘之

2

株式会社 ネクサス・アール
ハウジング

代表取締役 高瀬 勝啓

3

インター ドラ・システム

株式会社

代表取締役 陳 立新

4
株式会社 ジェイ・イー・エス

代表取締役 本井 秀定

5
株式会社コア

代表取締役 橋口 敬子

6
株式会社ロク総合設備

代表取締役 鹿谷 洋三

7
株式会社

代表取締役

メノガイア

浦宗 顕二郎

8

一般社団法人 エジソン・アイ
ンシュタインスクール協会

会長 鈴木 昭平

9
株式会社 高 陽 社
代表取締役 高野 泰樹

10
代表鍛薫倉

社
竹土
ダ

1″、 良樹

11
テイクオフカンパニー株式会社

代表取締役 高木 賢三




